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１．三重県廃棄物処理計画 

１－１ はじめに 

 

都道府県は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃棄物処理法」という。）第５

条の５の規定により、廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な

推進を図るための基本的な方針（平成 13 年５月７日環境省告示第 34号、以下「国の基本方

針」という。）に即した廃棄物の減量や処理等に関する計画を策定することとされています。 

 

本県では、廃棄物処理法に基づき、昭和 48 年から三次にわたり三重県産業廃棄物処理計画

を策定し、産業廃棄物の適正処理のための施策を推進してきました。その後、平成 12 年の廃

棄物処理法改正を受け、産業廃棄物に加え一般廃棄物を含めた総合的な三重県廃棄物処理計画

を平成 16 年３月と平成 23 年３月に策定し、廃棄物の発生抑制（Reduce
リデュース

）、再使用（Reuse
リユース

）、

再生利用（Recycle
リ サ イ ク ル

）の ３ Ｒ
スリーアール

と適正処理の施策を推進してきました。 

 

前計画が平成 27 年度で計画期間が満了するため、循環型社会の構築に向け、平成 28 年度

以降において廃棄物の３Ｒと適正処理を推進していくための計画を平成 28年３月に策定しま

した。本計画では、廃棄物の３Ｒと適正処理を進め、環境の保全と安全・安心を確保しつつ、

循環の質にも着目し、廃棄物を貴重な資源やエネルギーとして活用するとともに、協創による

最適な規模での地域循環の形成に取り組むことにより、低炭素社会や自然共生社会につながる

循環型社会の構築をめざすこととしています。今回、平成 28年度に実施された取組や施策の

進捗状況についてとりまとめました。 
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２．本県における廃棄物処理の状況 

２－１ 一般廃棄物（ごみ） 

 (1) 排出の状況 

①ごみ排出量 

平成 28 年度における県内のごみ排出量は約 621 千ｔ（平成 28 年度の数値は速報値。以下、

同じ。）となっており、うち家庭から排出される家庭系ごみは、約 438 千ｔ（71％）、事業

系ごみが約 183千ｔ（29％）です。 

県内のごみ排出量は、県民、事業者、ＮＰＯ等団体、市町、県など多様な主体が連携した

取組や、各種リサイクル制度の効果等により、着実に削減されてきましたが、平成 22 年度以

降は横ばい傾向にあります。 

家庭系ごみは、平成 22 年度以降に削減率の伸びが鈍化しているものの、着実に排出量の削

減が進んできています。一方、事業系ごみは、平成 22 年度以降、排出量・削減率ともに横ば

い傾向にあります。 

 

（注 1）ごみの総排出量の算出方法は、環境省において平成 17 年度実績から、廃棄物処理法に基づく国の基本方

針との整合を踏まえた集計方法に変更されており、本計画においても、環境省と同一の方法で算出してい

ます。 

（旧）ごみの総排出量＝「計画収集量」＋「直接搬入量」＋「自家処理量」 

（新）ごみの総排出量＝「計画収集量」＋「直接搬入量」＋「集団回収量」 

（注 2）集団回収は、市民団体等による収集において、市町が用具の貸出、補助金交付等により関与しているもの

をいいます。 

（注 3）ごみの総排出量には、民間で回収されたごみや資源の量は含まれていません。 

 

図 2-1-1 ごみの総排出量と削減率の推移（集団回収量除く） 
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１人１日あたりのごみ排出量は、平成 14 年度から平成 22 年度まで着実に減少してきまし

たが、近年は、削減が鈍化し、平成 28 年度は 967ｇ/人・日となっています。全国でもほぼ

同様の傾向を示しており、三重県は全国値より若干高い値で推移しています。 

 

（注 1）平成 22年度以前は、災害廃棄物は家庭系ごみに含まれています。 

（注 2) 集団回収量は、家庭系ごみに含まれています。 

 
図 2-1-2 １人１日あたりのごみ排出量の推移 

 

②ごみの種類別排出割合 

ごみの種類別排出割合（平成 28 年度）は、可燃ごみ 83.5％、不燃ごみ 4.4％、資源ごみ

10.0％、その他 0.4％、粗大ごみ 1.6％となっており、平成 25 年度実績と大きな変化はあり

ません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-3 ごみの種類別排出状況 
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(2) 処理の状況 

①ごみ処理状況 

平成 28 年度の処理実績は、直接焼却が 422 千ｔ、ごみ固形燃料(ＲＤＦ)化が 83 千ｔ、直

接資源化が 30千ｔ、直接埋立が 7千ｔなどとなっています。 

平成 14 年度以降、直接埋立量及び直接焼却量は減少傾向でしたが、直接焼却量については

平成 23 年度から若干の増加傾向となっています。また、ＲＤＦ化される量は平成 14 年度以

降大きく増加しましたが、近年は横ばい傾向にあります。 

 

図 2-1-4 ごみの処理状況の推移 

 

②資源化の状況 

ごみの資源化率は、平成 14 年度に比べると大きく増加しており、これは、ＲＤＦ化や焼却

灰の資源化等が進んだことによるものであり、平成 27 年度の資源化率は 28.5％と全国平均

値 20.4％を大きく上回り、岡山県 30.3％、山口県 29.5％に次いで高い値となっています。 

 

図 2-1-5 資源化率の推移 
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資源化量は、平成 18 年度まで増加傾向を示していましたが、平成 19 年度以降は減少傾向

となっており、平成 28年度は平成 14年度とほぼ同じ 170千ｔとなっています。 

 

図 2-1-6 資源化量の推移 

 

 

（注）平成 16年度以前の「その他」には、「固形燃料」及び「溶融スラグ」が含まれています。 

 

図 2-1-7 種類別資源化量の推移 
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また、ごみの排出量は減少しているものの、処理・維持管理経費は横ばい傾向にあるため、

市町におけるごみの単位重量あたりの処理・維持管理経費は増加傾向にあります。近年は、

施設の更新や基幹設備の改良時期を迎える施設が多くなっており、ごみの単位重量あたりの

建設・改良費についても増加しています。 

 

図 2-1-10 ごみ処理経費の状況  
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(4) 災害廃棄物の処理 

①災害廃棄物の発生状況 

平成 23 年９月の台風 12 号による紀伊半島大水害では、三重県南部を中心に長期間にわ

たって激しい雨がもたらされ、各地で浸水被害や土砂災害が発生しました。この災害により、

熊野市、御浜町、紀宝町、大台町及び大紀町において、平成 23 年度から平成 24 年度にか

けて約 21 千トンの大量の災害廃棄物が発生しました。 

 

図 2-1-11 災害廃棄物の発生量の推移 

 

②災害時の対応と体制整備の状況 

平成 23 年９月の台風 12 号による紀伊半島大水害では、被災市町では処理を行うことが

困難となったため、県内で初めて、各市町や関係団体と締結する各種応援協定に基づき広域

的な対応が行われました。 

近年、南海トラフ地震発生の緊迫性が高まっており、東日本大震災以上の地震や津波被害

に備え、県においては、東日本大震災や紀伊半島大水害から得られた知見や国の災害廃棄物

対策指針を踏まえ、大規模災害時の廃棄物処理について、県の果たすべき役割と機能をとり

まとめた三重県災害廃棄物処理計画を平成 27 年３月に策定しました。現在、各市町で大規

模災害に備えた災害廃棄物処理体制整備が進められており、平成 28 年度（速報値）で 22 市

町が整備済みとなっています。 
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２－２ 産業廃棄物 

 (1) 排出及び処理の状況 

産業廃棄物の排出量は、平成 28 年度（平成 28 年度の数値は速報値。以下、同じ。）は

8,492 千 tであり、平成 25年度の 8,505千ｔと比べて、ほぼ横ばいの状況です。 

再生利用率は、平成 28 年度は 43.7％であり平成 25 年度の 43.0％よりも若干増加しまし

たが、近年は横ばいが続いています。統計のある平成３年以降の推移によると大幅な増加が

見られます。 

最終処分量は、平成 28 年度は 274 千 t であり平成 25 年度の 258 千ｔよりも若干増加して

おり、平成３年以降の推移によると着実に削減が図られてきています。 

産業廃棄物の３Ｒの推進により、再生利用率は向上し、最終処分量は着実に削減されまし

たが、排出量は景気の動向もあり明確な削減傾向はみられない状況です。 

 

（注）平成 16年度より前は農業及び鉱業の排出量等が把握できていないため、農業及び鉱業を推計した値と

なっています。 

（注）平成 16年度以降、汚泥の排出段階を脱水前として統一したため、排出量が増加しています。 

 

図 2-2-1 産業廃棄物排出量等の推移 
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(2) 平成 27年度の処理の概要 

①排出量 

平成 27 年度の産業廃棄物の排出量は 8,626 千ｔとなっており、種類別の排出量は、汚泥

(脱水前)が 4,081 千ｔ（47％）と最も多く、次いで、がれき類 1,648 千ｔ（19％）、家畜ふ

ん尿 942千ｔ（11％）などとなっています。 

業種別では、製造業が 3,497 千ｔ（41％）と最も多く、次いで、建設業 2,021 千ｔ

（23％）、鉱業 1,233 千ｔ（14％）、農業・林業 942 千ｔ（11％）などとなっており、４つ

の業種で排出量の約 90％を占めています。 

 

（注）汚泥の排出量は、脱水前の状態の量としています。 

 

図 2-2-3 産業廃棄物の種類別の排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-4 産業廃棄物の種類別の排出量       図 2-2-5 産業廃棄物の業種別の排出量 
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②再生利用量 

平成 27 年度の産業廃棄物の再生利用量は 3,687 千ｔで、種類別では、がれき類 1,481 千ｔ

（40％）が最も多く、次いで、家畜ふん尿 904 千ｔ（25％）、汚泥 428 千ｔ（12％）などと

なっています。 

平成 27 年度の再生利用率（排出量に対する再生利用量の割合）は 42.7％で、種類別では、

家畜ふん尿が 96.0％と高く、次いで、がれき類 89.9％などとなります。一方、汚泥が

10.5％、廃酸・廃アルカリが 10.1％と低くなっています。 

業種別の再生利用量は、建設業が 1,720 千ｔ（47％）と最も多く、次いで、農業・林業

904 千ｔ（25％）、製造業 671千ｔ（18％）などとなっています。 

本県の産業廃棄物の再生利用率は、全国の再生利用率 53.2%（平成 27 年度速報値）と比較

して低い水準であり、近年は、横ばいで推移しています。これは、本県の特性として製造業

から排出される再生利用が進みにくい産業廃棄物（汚泥、廃アルカリなど）の排出量の割合

が高いことに起因しています。 

 

図 2-2-6 産業廃棄物の種類別の再生利用量 

 

図 2-2-7 産業廃棄物の種類別の再生利用率 
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図 2-2-8 産業廃棄物の種類別の再生利用量     図 2-2-9 産業廃棄物の業種別の再生利用量 

 

③最終処分量 

平成 27 年度の産業廃棄物の最終処分量は 272 千ｔで、種類別では、汚泥 144 千ｔ（53％）

が最も多く、次いで、ばいじん 24 千 t（９％）、廃プラスチック類 20 千ｔ（７％）などと

なっています。 

また、業種別では、製造業が 215 千ｔ（79％）と最も多く、次いで、建設業 42 千ｔ（15％）

となっています。 

 

（注）中間処理後残渣の埋立量も含まれます。 

 

図 2-2-10 産業廃棄物の種類別の最終処分量 
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図 2-2-11 産業廃棄物の種類別の最終処分率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-12 産業廃棄物の種類別の最終処分量  図 2-2-13 産業廃棄物の業種別の最終処分量 
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を早期に整備することが必要です。 

 ○排出事業者の処理責任の徹底に向け、電子マニフェストや優良認定処理業者の活用を促進

するとともに、優良認定取得の手引きを作成するなど、処理業者の育成・支援を行いまし

た。引き続き、電子マニフェストや優良認定処理業者の活用を促進する必要があります。 

 ○産業廃棄物の不法投棄等の不適正処理については、依然として後を絶たない状況です。今

後、排出事業者責任の徹底、処理状況の透明化や厳正な監視指導など、県民が安全・安心

を実感できる取組が必要です。 

 ○産業廃棄物が不適正処理された４事案（四日市市大矢知・平津、桑名市源十郎新田、桑名

市五反田、四日市市内山）について、恒久対策にかかる実施計画に基づき、引き続き工事

を実施しました。産廃特措法の期限である平成 34（2022）年度までに対策を完了するよう、

着実に工事を進めていく必要があります。 

 

４－３ 平成 29年度の取組方向 

(1) ごみゼロ社会の実現 

○３Ｒや適正処理の取組を進め、安全・安心を確保しつつ、循環の質にも着目して、枯渇性

資源の循環利用のための使用済小型電子機器等の回収や廃棄物の持つ未利用エネルギーの

活用、食品ロスの削減、食品廃棄物の有効活用などの取組を促進します。 

○ＲＤＦ焼却・発電事業終了後の関係市町等のごみ処理体制が確実に構築されるよう、市町

等で設置した委員会等に参画し技術的支援等を実施していきます。 

 

(2) 産業廃棄物の３Ｒの推進 

○資源が最適な規模で循環利用される環境負荷の少ない地域づくりに向けて、事業者、廃棄

物処理業者、研究機関、行政等のさまざまな主体との協創による、地域特性や資源の性状

に応じた最適な規模の地域循環圏の形成に向けた取組を促進します。 

 

(3) 廃棄物処理の安全・安心の確保 

○大規模災害時に備え災害廃棄物の適正かつ円滑な処理が実施されるよう、国や近隣県、市

町、民間事業者団体等との連携強化に取り組みます。また、災害廃棄物処理に精通した人

材の育成や、市町等職員の災害対応力を高める取組を進めます。 

 ○ＰＣＢ廃棄物の早期適正処理を促進するため、ＰＣＢ使用電気機器を保有している可能性

のある事業所を対象に実態調査等を実施します。 

○排出事業者の処理責任の徹底に向け、電子マニフェストの普及を促進するとともに、廃棄

物の移動距離や廃棄物の種類等のマニフェスト情報を活用し、効率的・効果的な指導等を

進めます。また、優良認定処理業者を育成するとともに、排出事業者の優良認定処理業者
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の活用を促進します。 

 ○産業廃棄物の不適正処理の未然防止や早期発見・早期是正のため、厳正な監視指導を行う

とともに、市町、県内自主活動団体等のさまざまな主体との連携を強化し不法投棄を許さ

ない社会づくりを進めます。また、不適正処理された廃棄物の範囲や量の計測の効率化を

図るため、ドローンを導入し、迅速な行政指導等に繋げます。 

 ○産業廃棄物が不適正処理された４事案について、平成 34年度までに対策を完了するよう、

着実に工事を実施します。また、引き続き、排出事業者等への責任追及に取り組むととも

に、原因者への費用求償を行っていきます。 
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